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第２節 若者会議のソーシャルメディア活用状況 

粉川一郎（武蔵大学社会学部 教授） 

 

１．問題意識  若者会議はどのように若者にアプローチしているのか 

 本報告書では「若者会議」という概念を中心に、若者と呼ばれるあるいは若者

として社会的に認知される層が、地域社会の活動にどのように参画しているの

か、その参画のための取り組み、組織のあり方について焦点をあてて研究を進め

てきた。日本の各地で、こうした取り組みが数多存在し、それぞれに精力的な活

動を進めてきていることは、ここまでの報告、論考で明らかになっている通りで

ある。 

 しかしながら、現実的な問題としてこのような「若者会議」と称される組織、

あるいはそれに類する組織はどのように若者に対してアプローチしているので

あろうか。 

 自然と若者が地域社会の活動に対して積極的に取り組んでいるのであれば、

敢えて「若者会議」を組織する必要はない。若者が地域社会の活動に参画しない

という現実があるからこそ「若者会議」は組織される。であれば、若者会議がど

のようにして現実の若者層に対してアプローチし、情報を発信し、参加を誘って

いるか、という点は本来最も重要な論点であるはずである。 

 本節ではこの「若者会議」の若者へのアプローチの現状について、主にソーシ

ャルメディアに焦点をあてて検討するものである。 

 

２．若者のソーシャルメディア利用状況 

 現在、若者に対して有効な情報発信のツールとしてイメージされるものとし

てソーシャルメディアが挙げられる。旧来型の地域コミュニティの様々な組織

が弱体化し、例えば自治会・町内会といった地縁組織はすでに若者を地域に誘い

込む組織としては機能していない。テレビや新聞といった過去に支配的なメデ

ィアであったマス媒体でさえも、Z 世代をはじめとするデジタルネイティブの世

代にとっては過去のものである（図１）。 
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図１ 令和 2 年度（平日）主なメディアの行為者率・行為者平均時間（全年代・年代別） 

出典：令和 2 年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査 報告書 

 

いわんや町内の掲示板や市町村の広報誌といったものは、情報を得る手段とし

て認知されていないであろう。10 代、20 代といった若者が日常的に情報を得る

場はネットであり、そこで最も利用されている媒体は動画共有サイトを含むソ

ーシャルメディアである（図２）。 

 

図２ 令和2年度（平日）インターネットの利用項目別の行為者率・行為者平均時間（年代

別） 

出典：令和 2 年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査 報告書 

 

 では、若者層が利用するソーシャルメディアとは具体的にどのようなもので
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あろうか。 

 
図３ 令和 2 年度 主なソーシャルメディア系サービス・アプリ等の利用率（全年代・年代別） 

出典：令和２年度情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査 報告書 

 

 図３からもわかるように、LINE がどの年代でも最も活用されているソーシャ

ルメディアであるが、LINE のような閉じた形ではないオープンなコミュニケー

ションを行うソーシャルメディアとして特に 10 代、20 代といった若者に利用

されているものは、YouTube、Instagram、X（旧 Twitter）、TikTok である。

Facebook については 10 代では相対的に利用率が低く、若者向けメディアとし

ては衰退している状況がうかがえる。 

 これらのことを総合すれば、いわゆる 10 代 20 代の若者、と呼ばれる世代に

ついては、テレビや新聞といった旧来型マスメディアよりもインターネットの

利用が圧倒的に高く、その中でも YouTube、Instagram といった場の利用率が

高く、ついで X（旧 Twitter）や TikTok が存在感を増しているという状況が理

解できる。 

 であれば、いわゆる若者会議は、YouTube や Instagram でどのような情報発

信を行っているか、が大きな注目点である。この点について実際に若者会議のソ

ーシャルメディアアカウントから確認する必要がある。 

 しかしながら、その前に、単に若者会議が若者が利用するソーシャルメディア

で情報発信を行うだけでよいのか、それともソーシャルメディアの活用におい

て何らかの留意点があるのか、この点について先行研究から確認してみよう。 

 

３．ソーシャルメディアと社会活動（寄付やボランティア）との関係 

 情報拡散力が強いソーシャルメディアが、情報認知の機会を増やすことに有

効であることはいうまでもないであろう。しかしながら、情報を認知したとして、

それが実際に情報を得たものの行動変容につながるかは別問題である。マーケ

ティングの世界では、一般的に情報の認知、興味・関心、検討、購入のステップ

で行動変容が起こるとされる。地域活動への参画という、いわゆる向社会的な行
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動においても同様のことがいえるだろう。 

 では、ソーシャルメディアでどのような情報発信を行うことが、情報の受け手

の向社会的行動を引き出すのであろうか。この点については NPO 研究の世界で

行われている、寄付行動やボランティア行動とソーシャルメディアの関連性に

ついての分析から学ぶことができる。 

 石田（2018）は Okada et al.（2017）の東日本大震災の際の NPO の SNS 活

用についての分析を引用し、災害前から SNS を活用し災害後も活用し続けてい

る団体がより多くの寄付を集められているとしている。つまりは、継続的な SNS

での情報発信が重要としている。また、Lovejoy & Saxton（2012）の研究から

発信する情報の内容が重要であり、特に対話型の情報発信が寄付獲得につなが

るとの考えも示している。これらのことから、ソーシャルメディア上で情報受信

者に向社会的活動を促すには、情報発信者と受信者の関係性構築のための日常

的な情報発信と、実際に情報受信者に語りかける対話性といった要素が必要に

なる可能性が考えられる。 

 では、こうした点を踏まえ、実際の若者会議のソーシャルメディア活用の現状

についてみてみよう。 

 

４．若者会議のソーシャルメディア活用の現状 ～Instagram の事例から～ 

 若者のソーシャルメディア利用の中心である Instagram について実態調査を

実施した。今回は「若者会議」という語をアカウント名に含んでいるアカウント

を対象に、実際の Instagram の利用状況について検討をしてみた。対象となる

アカウントは 44 件であり、うち非公開 1 件、投稿が全くないものが 3 件あった

ため、残りの 40 件を対象とした。投稿数、フォロー数、フォロワー数、最新投

稿日、最初の投稿日の情報を収集してい

る。データ収集日は 2024 年 1 月 18 日

である。まず 40 アカウントの総投稿数

であるが、平均値は 61.6 件、中央値は

27.5 件であり、必ずしも投稿数は多いわ

けではない。図４のヒストグラムを見て

も、投稿数 100 件以下のアカウントが

33 件と全体の約 83%を占めていること

がわかる。 

 次にフォロワー数であるが、平均フォロワー数は 324.9、中央値は 166 であ

り、こちらも 1000 人を超えるような大規模なフォロワーを誇るアカウントが少

なく、200 人以下のフォロワーがボリュームゾーンであることがわかる。 

図４ 総投稿数のヒストグラム 
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 一方フォロー数については、平均フ

ォロー数が 208.3、中央値が 70 と、フ

ォロワー数の半数程度のフォローしか

していないことがわかる。一般に企業

や著名人などの公式アカウント等は、

フォロー数がフォロワー数に比べて極

端に少ないことが多いが、若者会議と

銘打つようなアカウントでも同じ状況

が生じている。 

 次に、アカウントがどれくらい継続

的に情報発信しているかを確認するた

めに、当該アカウントの最初の投稿日

から最新投稿日までの日数をカウント

したところ、平均値が 675.4 日、中央

値が 586.5 日となった。ヒストグラム

を確認すると、1 年以内の活動にとど

まっているものが 18 件と半数弱とな

っている。一方 3 年以上継続している

アカウントも 17 件あり、短期で終わ

るアカウントと長期継続しているアカ

ウントの二極化が生じていることが考

えられる。 

 最後に、投稿のアクティビティを確

認するために一日あたりの投稿数を確

認したところ、平均値が 0.22、中央値

が 0.07 となっており、全体として投稿

のアクティビティが高くないことがわ

かる。ヒストグラムを見ると、一日当

たり 0.2 以下の投稿数のアカウントが

29 件と約 73%を占めており、低頻度の

投稿のアカウントが多いことがわかる。

一方で、1 日当たり 1 件前後以上の投

稿をしているアカウントもあるが、こ

の中にはアカウント開設以来１件しか

投稿を行っていないアカウントも複数

含まれており、投稿頻度はやはり決し

図６ フォロー数のヒストグラム 

図５ フォロワー数のヒストグラム 

図８ 一日当たり投稿数のヒストグラム 

図７ 最初の投稿日から最新投稿日までの日

数ヒストグラム 
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て高くないことがわかる。 

 

 以上の点から若者会議の Instagram アカウントの特徴として以下のような点

がみえてきた。 

・ アカウントの投稿数は全体として必ずしも多くない。 

・ アカウントの投稿頻度も必ずしも高くない。 

・ フォロワー数の規模は 300 程度であり、注目度は高いとはいえない。 

・ フォロー数はさらに小規模である。 

・ アカウントが維持されている期間には短期間のものと長期間のものが両極

化している。 

 

 この結果は、ソーシャルメディアの活用による情報受信者の向社会性の向上

という視点からみると、必ずしも十分な対応が出来ているとはいえない状況を

示している。まず継続的、日常的な情報提供という意味では、投稿数や投稿頻度

は必ずしも高くはなく、日々よく目にするアカウントという形での信頼を獲得

できる状況にはないように見受けられる。また、積極的な対話姿勢、つまりは個

別の関係性構築という視点からみた場合は、フォロー数の少なさはアカウント

の非積極性を感じさせる。著名人や有名企業のアカウントと違い、これから存在

を認知してもらおうという存在である若者会議のアカウントとしては、積極的

にフォローを行う、あるいはフォローを返す、という視点がなければ、フォロワ

ーとの関係性を構築することは難しい。若者会議のアカウントの方から積極的

にコミュニケーションを求めていく姿勢をみせるためには、積極的なフォロー

作業は本来であれば必要なことであると思われる。 

 実際には、これらの若者会議の Instagram のアカウントの内容を確認してい

くと、Instagram を使って認知を広め、関心を持つ層を増やそうという意図で

アカウント運用をしていないケースも多くみられる。時限的な若者会議の取り

組みの記録を残す意図であったり、リアルなワークショップ等に参加する人た

ちのアルバム的な位置づけで使用しているとみなせるアカウントも多い。こう

した意図の違いが、上記のようなアカウント運用状況を作っていることも確か

であろう。しかしながら、せっかく若者に最も活用される Instagram を利用し

ているにもかかわらず、この媒体を若者会議の情報の拡散や、関心の喚起に活用

できていないことは、大変もったいない運用であるようにもみえる。 

 

５．ソーシャルメディアを活用できていない現状と今後に向けての提言 

本調査の結果をみる限り、少なくとも Instagram という場において、若者会

議は必ずしも上手なソーシャルメディア活用ができていないように見受けられ
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る。若者会議のような取り組みの情報を拡散したり、ソーシャルメディア上での

出会いから新たな参画を募ったり、そうした積極的なアプローチを期待するよ

うな利用法については一般的ではない。 

昨今、ソーシャルメディアが人々に与える影響、特に若者に与える影響につい

ては非常に大きなものがある。いわゆる「インフルエンサー」と呼ばれる仕事の

あり方が、ある意味職業として認知されるようになり、企業等は商品の宣伝、サ

ービスの勧誘といった活動をソーシャルメディア上で積極的に行うことが当然

のこととなっている。若者に若者会議のような場に参画してもらい、向社会的活

動に向けて態度変容を促すのであれば、インフルエンサー的な視点を取り入れ、

より積極的に若者に働きかけるような工夫が若者会議のような取り組みにも必

要ではないだろうか。 

若者会議の取り組みには、自治体等の公的機関が関与しているものが多くみ

られる。公的機関が関与することで、社会的信頼や政策提言への可能性など、

様々な可能性が若者会議に開かれるのは事実である。しかしながら、一方で、自

治体等の公的機関が関与しているからこそ、ソーシャルメディアの戦略的活用

に一歩及び腰になってしまっている可能性もある。優れた取り組みをより広く

若者に周知し、機会を活用してもらうためには、若者会議のような取り組みがソ

ーシャルメディアと本気で向き合うことも必要ではなかろうか。 
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